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１ はじめに 

  地方公共団体の会計制度では、単年度の現金収支情報を中心とする「現金主義・単式簿

記」の方式がとられています。しかしながら、年間の資金の出入り（歳入と歳出）を記録

する方式のため、収支（フロー）を明確にすることができるものの、資産・負債（ストッ

ク）に関する情報が明らかにならないという欠点があります。そこで、地方公共団体の財

政状況をより明らかにするために、ストックに関する情報を提供できる「発生主義・複式

簿記」の考え方を取り入れた財務書類の作成が求められています。本市では、平成１１年

度から総務省方式の普通会計バランスシートを作成してきており、平成１９年度決算から

は、「地方公共団体における行財政改革の更なる推進のための指針（総務事務次官通知）」

に基づき、財務書類を作成してきました。この指針では、｢総務省方式改訂モデル｣と｢基

準モデル｣の２つの方式が示されており、本市では比較的詳細な、基準モデルを採用して

きました。 

現在では、多くの地方公共団体が、この指針に基づく財務書類を作成していますが、作

成方式が複数存在することに加え、同一の作成方式であっても、固定資産台帳の整備状況

により資産計上額に差が生じるため、団体間での比較が困難であるなどの課題がありまし

た。このため総務省では、平成２７年１月に総務大臣通知「統一的な基準による地方公会

計の整備促進について」を示し、平成２９年度までに全ての地方公共団体において「統一

的な基準」による財務書類等を作成するよう要請しています。 

こうした状況を踏まえ、本市では、平成２７年度決算分から、統一的な基準に基づいた

財務書類を作成することとしました。 

 

２ 財務書類（４表）について 

  整備する財務書類は、以下のとおりです。 

(1) 貸借対照表 

地方公共団体における、会計年度末時点の資産や負債に関する情報を示すものです。

バランスシートと呼ばれます。 

(2) 行政コスト計算書 

地方公共団体の行政サービス活動に伴う収支を示すものであり、企業会計における

損益計算書に相当するものです。 

(3) 純資産変動計算書 

地方公共団体の純資産が一会計期間にどのように増減したかを明らかにするもので

あり、総額としての純資産に加え、それがどのような財源や要因で増減したかを示す

ものです。 

(4) 資金収支計算書 

一会計期間の現金の流れを示すものであり、どのような活動に資金が必要とされて

いるかを明らかにするものです。キャッシュ・フロー計算書と呼ばれます。 
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３ 作成対象 

財務書類４表の作成対象は、以下のとおりです。 

(1) 一般会計等 

一般会計と、公営事業会計を除いた特別会計を合わせた会計です。本市の対象会計

は、以下のとおりとなります。 

○一般会計 ○用地買収特別会計 ○市民墓地特別会計 

(2) 全体会計 

一般会計等と公営事業会計を合わせた会計です。本市の対象会計は、一般会計等に

以下の会計を合わせたものとなります。 

○国民健康保険特別会計      ○介護保険特別会計 

○後期高齢者医療特別会計     ○工業団地整備事業特別会計 

○水道事業会計（法適用企業会計） ○天童市民病院事業会計（同） 

○公共下水道事業会計（同） 

(3) 連結会計 

全体会計に、関連する一部事務組合と第三セクター等を合わせた会計です。本市の

対象会計は、全体会計に以下の会計を合わせたものとなります。 

○天童市土地開発公社                 ○㈱スポーツクラブ天童 

○(公財)天童市文化・スポーツ振興事業団 ○天童ターミナルビル㈱ 

○山形県消防補償等組合※             ○山形県自治会館管理組合※ 

○東根市外二市一町共立衛生処理組合※  ○山形県後期高齢者医療広域連合※ 

 

＊ 山形県消防補償等組合、山形県自治会館管理組合、東根市外二市一町共立衛生処

理組合、山形県後期高齢者医療広域連合においては、国が示す「総務省方式改訂モ

デル」により策定するため、「統一基準モデル」により策定する本市の財務書類と

の連結は困難であるので、天童市土地開発公社及び第三セクター（以下、第三セク

ター等）との一部連結で作成しています。  
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４ 作成方式 

財務書類の作成方式として、本市は、平成１９年度決算から基準モデルによる方法で作

成し、公表してきましたが、平成２７年度決算から統一的な基準により財務書類を作成し、

公表することとしました。 

基準モデルからの主な変更点については、以下のとおりです。 

 

(1) 有形固定資産の評価基準の変更 

インフラ資産の内、道路・河川・水路の土地について、基準モデルでは、取得価額

や再調達価額で資産計上していましたが、統一的な基準では、昭和５９年度以前に取

得した道路、河川及び水路の土地は、備忘価額１円になりました。 

この結果、開始貸借対照表におけるインフラ資産の土地について、約９億８千万円減

少しました。 

なお、上記以外の事業用資産等の土地については、評価額の変更はありません。 

 

(2) 勘定科目等の主な変更点 

① 貸借対照表 

ア 資産の部 

(ア) 従前の金融資産・非金融資産が流動資産・固定資産の区分に変更となりました。 

(イ) 無形固定資産の計上箇所が流動資産から固定資産に変更となりました。 

(ウ) 財政調整基金及び減債基金以外の基金の計上箇所が流動資産から固定資産に

変更となりました 

イ 負債の部 

(ア) 従前の非流動負債が固定負債の区分に変更となりました。 

ウ 純資産の部 

(ア)  従前の財源・資産形成充当財源・その他の純資産の区分が、固定資産等形成 

分・余剰分（不足分）の区分に簡略化されました。 

エ 勘定科目が見直されました（投資損失引当金の新設、インフラ資産の内訳や公債 

の名称変更等）。 

  ② 行政コスト計算書 

   ア 経常費用・経常収益の区分に、臨時損失・臨時利益の区分が追加されました。 

③ 純資産変動計算書 

ア 内訳が簡略化されました。 

④ 資金収支計算書 

ア 従前の経常的収支・資本的収支・財務的収支の区分が、業務活動収支・投資活動

収支・財務活動収支の区分に変更されました。 

イ 固定資産等形成に係る国県等補助金収入の計上箇所が投資活動収入にとなりました。 

ウ 支払利息の計上箇所が財務的収支から業務活動収支に変更となりました。
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５ 貸借対照表(一般会計等) 

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額 

【資産の部】   【負債の部】   

  固定資産 107,192,109   固定負債 25,163,682

    有形固定資産 102,779,728     地方債 21,729,906

      事業用資産 41,509,885     長期未払金 -

        土地 16,235,579     退職手当引当金 3,017,219

        立木竹 160,055     損失補償等引当金 383,339

        建物 45,108,286     その他 33,218

        建物減価償却累計額 ▲22,238,650   流動負債 2,288,539

        工作物 5,166,342     １年内償還予定地方債 1,982,914

        工作物減価償却累計額 ▲2,977,709     未払金 -

        建設仮勘定 55,982     未払費用 -

      インフラ資産 60,610,233     前受金 -

        土地 21,498,813     前受収益 -

        建物 -     賞与等引当金 198,827

        建物減価償却累計額 -     預り金 62,887

        工作物 73,886,998     その他 43,912

        工作物減価償却累計額 ▲35,956,217 負債合計 27,452,221

        その他 764,084 【純資産の部】   

        その他減価償却累計額 -   固定資産等形成分 111,708,979

        建設仮勘定 416,556   余剰分（不足分） ▲25,505,690

      物品 2,014,199     

      物品減価償却累計額 ▲1,354,589     

    無形固定資産 244,382     

      ソフトウェア 178,397     

      その他 65,985     

    投資その他の資産 4,167,999     

      投資及び出資金 2,355,835     

        有価証券 91,843     

        出資金 266,609     

        その他 1,997,383     

      投資損失引当金 ▲15,420     

      長期延滞債権 605,376     

      長期貸付金 45,432     

      基金 1,233,541     

        減債基金 -     

        その他 1,233,541     

      その他 -     

      徴収不能引当金 ▲56,764     

  流動資産 6,463,402     

    現金預金 1,839,665     

    未収金 116,829     

    短期貸付金 48,167     

    基金 4,468,704     

      財政調整基金 3,603,760     

      減債基金 864,944     

    棚卸資産 -     

    その他 -     

    徴収不能引当金 ▲9,963 純資産合計 86,203,289

資産合計 113,655,510 負債及び純資産合計 113,655,510

＊ 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。 
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(1) 貸借対照表（一般会計等）の概要 

① 資産と負債・純資産の状況 

平成２７年度末の資産合計は、１，１３６億５，５５１万円となっています。内訳

は、固定資産が１，０７１億９，２１０万９千円（構成比９４．３％）、流動資産が

６４億６，３４０万２千円（構成比５．７％）となっております。一般会計等全体で

１，１００億円超の資産があり、９割超が固定資産で占められています。 

資産の主なものとして、インフラ資産の工作物（道路・橋りょう等）が３７９億３，

０７８万１千円（構成比３３．４％）、事業用資産の建物（市庁舎・学校等）が２２

８億６，９６３万６千円（構成比２０．１％）、インフラ資産の土地（道路・公園等

底地）が２１４億９，８８１万３千円（構成比１８．９％）です。 

一方、負債は、２７４億５，２２２万１千円となっており、その内訳は、固定負債

が２５１億６，３６８万２千円（構成比９１．７％）、流動負債が２２億８，８５３

万９千円（構成比８．３％）となっています。この負債は、現在ある資産に対して、

将来の世代の負担となる債務を意味します。 

この結果、資産合計から負債合計を引いた純資産合計は、８６２億３２８万９千円

となりました。この金額は、資産合計に対して、これまでの世代が負担した金額を意

味します。 

 

② 前年度との比較 

資産については、５億１，８６８万９千円増加しました。主な要因は、有形固定資

産等の評価基準の変更等により、インフラ資産の土地の減（９億７，４２３万円）等

があったものの、市庁舎等の耐震改修事業や公民館改築事業等による事業用資産にお

ける建物の増（１１億３，０３９万５千円）、基金における財政調整基金積立金の増

（１１億７，４６６万４千円）等により増加したものです。 

一方、負債については、４億４，４６９万６千円増加しました。主な要因は、市庁

舎等の耐震改修事業や公民館改築事業等により地方債が増加（７億３，１７３万７千

円）したため、固定負債が増加（３億１，８５１万６千円）したことによるものです。 

この結果、資産・負債とも増加しましたが、資産の増加が負債の増加を上回ったこ

とにより、純資産については、７，３９９万２千円増加しました。  
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(2) 貸借対照表から分かること 

この貸借対照表から、以下のことが分かります。 

 

① 純資産比率＝純資産合計÷資産合計×100 

７５．８％（前年度 ７６．１％） 

この比率は、資産のうちどの程度が正味資産であるか、つまり住民の持分の割合を

示しています。この比率が高ければ、過去の世代が固定資産の形成コストを負担した

ことを表し、低ければ、将来世代がそのコストを負担しなければならないことを意味

します。 

 

② 実質純資産比率＝(純資産合計－インフラ資産)÷(資産合計－インフラ資産)×100 

４８．２％（前年度 ４８．０％） 

この比率は、将来的な経済便益が発生しないインフラ資産を除いた純資産の割合を

示すものです。この比率が高いほど、将来世代への経済便益が見込まれる資産を有し、

健全な財政運営であるといえます。 

 

③ 社会資本形成の世代間比率＝(地方債等＋１年内償還予定地方債等)÷(有形固定資

産＋無形固定資産) 

２３．０％（前年度 ２１．９％） 

この比率は、社会資本等の形成にあたり、これまでの世代と将来世代との形成割合

を示すものです。この比率が高いほど、将来の世代が負担する割合が高いことを表し

ます。 

 

④ 地方債返済への対応余力＝（投資その他の資産＋流動資産）÷（地方債等＋１年内

償還予定地方債等）×100 

４４．８％（前年度 ４０．０％） 

この比率は、地方債返済にあたり、比較的即時返済可能な割合を示すものです。こ

の比率が高いほど、実質的な地方債残高が少ないことを表します。 

 

(3) 市民一人当たりの貸借対照表     

（単位：千円） 

勘定科目 平成 27 年度 平成 26 年度 

資産 1,831 1,821 

負債 442 435 

純資産 1,389 1,386 

地方債残高 382 367 

※ 人口は平成２７年度末の住民基本台帳人口（６２，０８６人）及び平成２６年度末

の住民基本台帳人口（６２，１１６人）によるものです。  
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(4) 用語の説明 

① 固定資産 

ア 事業用資産…公共サービスに供されている資産でインフラ資産以外の資産（例：

庁舎、学校、公民館等）。 

イ インフラ資産…社会基盤となる資産（例：道路、橋りょう等）。 

ウ 物品…車両、物品、美術品。 

エ 無形固定資産…ソフトウェア。 

オ 投資及び出資金…有価証券、出資金、出捐金。 

カ 投資損失引当金…連結対象団体に対する出資金の実質価額が著しく低下した場  
合に計上。 

キ 長期延滞債権…滞納繰越調定収入未済分。 

ク 長期貸付金…自治法第 240 条第 1 項に規定する債権である貸付金（例：ふるさと

融資等）。 

ケ 基金…減債基金、その他の基金。 

コ その他…上記以外及び徴収不能引当金以外のもの。 

サ 徴収不能引当金…未収金や貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額

（不納欠損額）を見積もったもの。 

② 流動資産 

ア 現金預金…手元現金や普通預金など。 

イ 未収金…税金や使用料などの未収金。 

ウ 短期貸付金…貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの（例：産業立地促

進資金等）。 

エ 基金…財政調整基金、減債基金。 

オ 棚卸資産…売却目的保有資産（例：天童インター産業団地等分譲地）。 

カ その他…上記以外及び徴収不能引当金以外のもの。 

キ 徴収不能引当金…未収金や貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額

（不納欠損額）を見積もったもの（長期延滞債権分）。 

③ 固定負債 

ア 地方債…地方債残高のうち、平成２９年度以降に予定されている元金償還金。 

イ 長期未払金…自治法第 214 条に規定する債務負担行為で確定債務とみなされる

もの及びその他の確定債務のうち流動負債に区分されるもの以外。 

ウ 退職手当引当金…原則期末自己都合要支給額。 

エ 損失補償等引当金…履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方

公共団体財政健全化法上、将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上。 

オ その他…上記以外の固定負債。 

④ 流動負債 

ア 1 年内償還予定地方債…地方債残高のうち、平成２８年度に予定されている元金

償還金。 

イ 未払金…基準日時点までに支払義務発生の原因が生じており、その金額が確定し、

または合理的に見積もることができるもの。 

ウ 未払費用…一定の契約に従い、継続して役務の提供を受けている場合、基準日時

点において既に提供された役務に対して未だその対価の支払を終えていないもの。 

エ 前受金…基準日時点において、代金の納入は受けているが、これに対する義務の

履行を行っていないもの。 

オ 前受収益…一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、基準日時点にお

いて未だ提供していない役務に対し支払を受けたもの。 

カ 賞与等引当金…基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び福利厚 

 生費。 

キ 預り金…歳計外現金残高。 

ク その他…上記以外の流動負債。  
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６ 行政コスト計算書(一般会計等) 

（単位：千円）

科目名 金額 

  経常費用 20,921,650

    業務費用 12,842,812

      人件費 3,551,088

        職員給与費 2,909,027

        賞与等引当金繰入額 2,934

        退職手当引当金繰入額 ▲335,398

        その他 974,524

      物件費等 9,032,480

        物件費 5,651,198

        維持補修費 396,126

        減価償却費 2,981,214

        その他 3,943

      その他の業務費用 259,245

        支払利息 219,257

        徴収不能引当金繰入額 ▲16,243

        その他 56,231

    移転費用 8,078,838

      補助金等 3,409,454

      社会保障給付 3,073,811

      他会計への繰出金 1,519,090

      その他 76,482

  経常収益 904,500

    使用料及び手数料 188,798

    その他 715,703

純経常行政コスト 20,017,150

  臨時損失 ▲119,562

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 ▲8,521

    損失補償等引当金繰入額 ▲111,041

    その他 -

  臨時利益 7,528

    資産売却益 7,528

    その他 -

純行政コスト 19,890,059

＊ 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。 
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(1) 行政コスト計算書（一般会計等）の概要 

行政コスト計算書と純資産変動計算書が、一般的な企業会計の損益計算書に相当す

るものです。 

行政コスト計算書においては、収益については使用料等の対価性のある収入のみを

計上し、税収等の直接対価性のない収入については、純資産変動計算書に計上します。 

経常的な行政コストを示す財務書類と位置づけられています。 

 

① 経常費用・経常収益の状況 

平成２７年度の経常費用は、２０９億２，１６５万円となっています。内訳は、業

務費用については、人件費が３５億５，１０８万８千円（構成比１７．０％）、物件

費等が９０億３，２４８万円（構成比４３．２％）、その他の業務費用が２億５，９

２４万５千円（構成比１．２％）となっています。また、移転費用については、８０

億７，８８３万８千円（構成比３８．６％）となっています。 

一方、経常収益は、９億４５０万円となっています。内訳は、使用料及び手数料が

１億８，８７９万８千円（構成比２０．９％）、その他が７億１，５７０万３千円（構

成比７９．１％）となっています。 

また、損失補償等引当金等の臨時損失は、１億１，９５６万２千円、資産売却益等

の臨時利益は、７５２万８千円となっています。 

経常費用と臨時損失の合計から経常収益と臨時利益の合計を差し引いた結果、純行

政コストは１９８億９，００５万９千円となりました。 

 

② 前年度との比較 

経常費用については、２５億８，４９３万１千円増加しました。主な要因は、新駅

設置に係る負担金の皆減（４億６，６１４万７千円）等による移転費用の減（７億８，

９７７万９千円）がありましたが、ふるさと応援寄附金に対する返礼等による業務費

用の増加（３３億７，４７１万円）によるものです。 

経常収益については、１億５，７２４万２千円増加しました。主な要因は、芳賀調

整池整備事業の負担金の皆増（３億６，１１４万９千円）等によるものです。 

この結果、経常費用と臨時損失の合計から経常収益と臨時利益の合計を差し引いた、

純行政コストは２３億５９万８千円増加しました。 
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(2) 行政コスト計算書から分かること 

この行政コスト計算書から、以下のことが分かります。 

 

① 受益者負担率＝経常収益÷経常費用×100 

４．３％（前年度 １．９％） 

この比率は経常費用に対する受益者負担割合を示すものです。この比率が低いほど、

受益者の負担を極力抑え経常的な行政サービスを行っていることを示します。 

 

(3) 市民一人当たりの行政コスト計算書      

（単位：千円） 

勘定科目 平成 27 年度 平成 26 年度 

人件費 57 60 

純行政コスト 320 283 

 

(4) 用語解説 

① 経常費用 

ア 業務費用 

(ア) 人件費…職員給与費や議員報酬、退職手当引当金繰入額など。 

(イ) 物件費等…旅費、委託料、消耗品や備品購入費、施設等の維持修繕にかかる

経費や事業用資産の減価償却費など。 

(ウ) その他の業務費用…支払利息、徴収不能引当金繰入額、過年度分過誤納還付

など。 

イ 移転費用…住民への補助金や生活保護費などの社会保障費、特別会計への繰出金

など。 

② 経常収益 

ア 使用料及び手数料…財・サービスの対価として使用料・手数料の形で徴収する金 

銭。 

イ その他…過料、預金利子など。 

③ 臨時損失…災害復旧に要する経費、資産の除却や売却により生じた損失など。 

④ 臨時利益…資産の売却により生じた利益など。  
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７ 純資産変動計算書(一般会計等) 

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)   

前年度末純資産残高 84,278,828 109,955,979 ▲25,677,151   

  純行政コスト（▲） ▲19,890,059   ▲19,890,059   

  財源 21,705,167   21,705,167   

    税収等 17,122,816   17,122,816   

    国県等補助金 4,582,351   4,582,351   

  本年度差額 1,815,108   1,815,108   

  固定資産等の変動(内部変動)   1,643,648 ▲1,643,648   

    有形固定資産等の増加   7,802,701 ▲7,802,701   

    有形固定資産等の減少   ▲8,198,676 8,198,676   

    貸付金・基金等の増加   3,227,064 ▲3,227,064   

    貸付金・基金等の減少   ▲1,187,441 1,187,441   

  資産評価差額 71 71     

  無償所管換等 93,944 93,944     

  その他 15,338 15,338 -   

  本年度純資産変動額 1,924,461 1,753,001 171,460   

本年度末純資産残高 86,203,289 111,708,979 ▲25,505,690   

＊ 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。 

    

(1) 純資産変動計算書（一般会計等）の概要 

純資産変動計算書は、会計期間中の純資産の変動を明らかにするものです。  

行政コスト計算書から算出された、当年度の純行政コストが、当年度の財源（税収

等、国県補助金）によって賄われているかどうかを見ることができます。 

また、純資産を「固定資産等形成分」と「余剰分（不足分）」に区分しています。「固

定資産等形成分」は、貸借対照表の固定資産と流動資産の短期貸付金及び基金の合計

と一致し、「余剰分（不足分）」はこれ以外の貸借対照表残高と一致します。 

 

① 純資産変動の状況 

平成２７年度の純行政コスト１９８億９，００５万９千円に対して、財源は、税収

等（市税、地方交付税、寄附金等）が１７１億２，２８１万６千円、国県等補助金が

４５億８，２３５万１千円となっています。このため、本年度差額は、１８億１，５

１０万８千円となりました。 

資産評価差額については、７１万円となっています。 

無償所管換等については、９，３９４万４千円となっています。 

その他については、１，５３３万８千円となっています。 

この結果、本年度純資産変動額は１９億２，４４６万１千円となり、本年度末純資

産残高は８６２億３２８万９千円となりました。 
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② 前年度との比較 

前年度末純資産残高（本年度期首純資産残高）は、有形固定資産の評価基準の変更

等により、１８億５，０４６万９千円減少しています。 

本年度末純資産残高は、前年度末純資産残高の減少がありましたが、税収等におけ

る、市税や地方消費税交付金、ふるさと応援寄附金の増加等により、７，３９９万２

千円増加しました。 

 

(2) 純資産変動計算書から分かること 

この純資産変動計算書から、以下のことが分かります。 

 

① 行政コスト対税収等比率＝純行政コスト ÷（税収等＋国県等補助金）×100 

９１．６％ 

当該年度の税収等のうち、どれだけが資産形成を伴わない行政コストに費消された

のかを把握することができます。この比率が 100％に近づくほど資産形成の余裕度が

低いといえ、さらに 100％を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩されたことを

表します。 

 

(3) 用語解説 

① 前年度末純資産残高…前年度末の純資産の額（前年度貸借対照表と一致）。 

  ＊ 平成27年度財務書類における前年度末の純資産の額は、有形固定資産の評価基

準等の変更により一致しない。 

② 純行政コスト…行政活動に係る費用のうち、人的サービスや給付サービスなど、資

産形成につながらない行政サービスに係る費用（行政コスト計算書の「純行政コスト」

と一致）。 

③ 財源 

ア 税収等…地方税、地方交付税、地方譲与税など。 

イ 国県等補助金…国庫支出金及び都道府県支出金など。 

ウ 資産評価差額…有価証券等（例：東京電力（株）等の株券）の評価差額。 

エ 無償所管換等…無償で譲渡または取得した固定資産（例：寄附を受けた土地や美

術品等）の評価額など。 

オ その他…上記以外の純資産の変動。  
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８ 資金収支計算書(一般会計等) 

（単位：千円）

科目名 金額 

【業務活動収支】   

  業務支出 18,335,261

    業務費用支出 10,256,424

      人件費支出 3,883,551

      物件費等支出 6,107,574

      支払利息支出 219,257

      その他の支出 46,041

    移転費用支出 8,078,838

      補助金等支出 3,409,454

      社会保障給付支出 3,073,811

      他会計への繰出支出 1,519,090

      その他の支出 76,482

  業務収入 21,544,192

    税収等収入 17,150,199

    国県等補助金収入 3,506,803

    使用料及び手数料収入 189,836

    その他の収入 697,353

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 3,208,930

【投資活動収支】   

  投資活動支出 6,559,192

    公共施設等整備費支出 3,670,942

    基金積立金支出 1,538,224

    投資及び出資金支出 250,556

    貸付金支出 1,099,470

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,014,777

    国県等補助金収入 1,075,548

    基金取崩収入 781,254

    貸付金元金回収収入 1,147,622

    資産売却収入 10,353

    その他の収入 -

投資活動収支 ▲3,544,416

【財務活動収支】   

  財務活動支出 2,190,391

    地方債償還支出 2,184,791

    その他の支出 5,600

  財務活動収入 3,081,400

    地方債発行収入 3,075,800

    その他の収入 5,600

財務活動収支 891,009

本年度資金収支額 555,523

前年度末資金残高 1,221,255

本年度末資金残高 1,776,778

      

前年度末歳計外現金残高 58,065

本年度歳計外現金増減額 4,822

本年度末歳計外現金残高 62,887

本年度末現金預金残高 1,839,665

＊ 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。 
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(1) 資金収支計算書（一般会計等）の概要 

資金収支計算書の特徴は、単年度収支を表している点です。行政コスト計算書と純

資産変動計算書が単年度の現金の動きだけではなく、発生主義の概念から、引当金の当

期分繰入や減価償却費、売却損益を計上するのに対し、資金収支計算書は、キャッシュ・

フローの動きを記録します。 

 

① 基礎的財政収支・財務活動収支の状況 

平成２７年度の業務活動収支については、業務支出が１８３億３，５２６万１千円、

業務収入が２１５億４，４１９万２千円であることから、３２億８９３万円の黒字と

なっています。 

投資活動収支については、投資活動支出が６５億５，９１９万２千円、投資活動収

入は３０億１，４７７万７千円であることから、３５億４，４４１万６千円の赤字と

なっています。 

業務活動収支と投資活動収支を合わせた結果である、基礎的財政収支（プライマリ

ー・バランス）は、３億３，５４８万６千円の赤字でした。この地方債の入出を除い

た収支である基礎的財政収支が赤字となるのは、４年連続となります。 

財務活動収支については、財務活動支出が２１億９，０３９万１千円、財務活動収

入は３０億８，１４０万円であることから、８億９，１００万９千円の黒字となって

います。こちらは、基礎的財政収支の中の公共施設等整備費支出に伴う地方債発行収

入が計上されるため、４年連続で黒字となっています。 

この結果、基礎的財政収支と財務活動収支を合わせた今期の資金収支額は、５億５，

５５２万３千円の黒字となり、期末資金残高は１７億７，６７７万８千円へと増加し

ました。 

 

② 前年度との比較 

業務支出は、１１億３，３６２万１千円増加しました。主な要因は、ふるさと応援

寄附金に対する返礼等の物件費等支出が増加したことによるものです。 

業務収入については、２５億２，７４９万１千円増加しました。主な要因は、市税

や地方消費税交付金、ふるさと応援寄附金の増等によるものです。 

投資活動支出については、６億７，９８３万８千円増加しました。主な要因は、財

政調整基金積立金の増等による基金積立金支出の増（１１億２，２９６万８千円）に

よるものです。 

投資活動収入については、１億４，３９１万１千円増加しました。主な要因は、財

政調整基金等基金取崩入の減等があったものの、勘定科目の変更による国県等補助金

収入の皆増（１０億７，５５４万８千円）等により増加しました。 

この結果、基礎的財政収支は、８億５，７９４万１千円増加しました。 

また、財務活動収支については、地方債等発行収入の減のため、７億３，３４５万

８千円減少しました。 

この結果、昨年度との差額としては、今期の資金収支額は１億２，４４８万２千円

増加しました。 
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(2) 資金収支計算書から分かること 

この資金収支計算書から、以下のことが分かります。 

 

① 地方債発行収入－地方債償還支出 

８億９，１００万９千円（前年度 １８億６，６０８万６千円） 

地方債発行収入から地方債償還支出を差し引くことで、地方債残高の増減が分かり

ます。赤字である場合は、地方債残高が減少したことを意味し、黒字である場合は、

将来への負担である地方債残高が増加したことを意味します。 

当期の地方債残高は８億９，１００万９千円増加しました。 

 

② 歳入額対資産比率＝資産合計÷当該年度歳入合計 

４．１年（前年度 ３．１年） 

この比率は、当年度の歳入総額に対する資産比率を算定したもので、これまでに形

成されたストックとしての資産が、歳入何年分に相当するかを表したものです。 

 

(3) 用語解説 

① 業務活動収支 

ア 業務支出…人件費、物件費、補助費、扶助費など。 

イ 業務収入…市税や寄附金、使用料・手数料など。 

② 投資活動収支 

ア 投資活動支出…公共施設等の整備や基金積立金など。 

イ 投資活動収入…公共施設等の整備に係る補助金や基金繰入金など。 

③ 財務活動収支 

ア 財務活動支出…地方債の償還など。 

イ 財務活動収入…地方債の借入など。 

④ 基礎的財政収支…期中の収支のうち、公債関連の収支を除いたものであり、プライ

マリー・バランスと呼ばれます。プライマリー・バランスが均衡している場合、受益

と負担が均衡していると言えます。  
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９ 貸借対照表(全体会計) 

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額 

【資産の部】   【負債の部】   

  固定資産 148,701,311   固定負債 58,406,010

    有形固定資産 144,513,155     地方債 40,981,004

      事業用資産 43,708,218     長期未払金 -

        土地 16,735,927     退職手当引当金 3,774,279

        立木竹 160,055     損失補償等引当金 383,339

        建物 47,556,037     その他 13,267,388

        建物減価償却累計額 ▲23,020,531   流動負債 4,088,597

        工作物 5,229,242     １年内償還予定地方債 3,365,894

        工作物減価償却累計額 ▲3,008,495     未払金 332,501

        建設仮勘定 55,982     未払費用 -

      インフラ資産 99,838,492     前受金 -

        土地 22,063,912     前受収益 -

        建物 372,153     賞与等引当金 261,703

        建物減価償却累計額 ▲120,940     預り金 79,096

        工作物 121,170,860     その他 49,402

        工作物減価償却累計額 ▲45,872,870 負債合計 62,494,608

        その他 2,554,635 【純資産の部】   

        その他減価償却累計額 ▲851,023   固定資産等形成分 153,222,236

        建設仮勘定 521,766   余剰分（不足分） ▲56,389,777

      物品 3,010,070     

      物品減価償却累計額 ▲2,043,626     

    無形固定資産 1,448,225     

      ソフトウェア 180,386     

      その他 1,267,839     

    投資その他の資産 2,739,931     

      投資及び出資金 360,052     

        有価証券 91,843     

        出資金 268,209     

        その他 -     

      投資損失引当金 ▲15,420     

      長期延滞債権 960,082     

      長期貸付金 45,432     

      基金 1,504,443     

        減債基金 -     

        その他 1,504,443     

      その他 -     

      徴収不能引当金 ▲114,657     

  流動資産 10,625,755     

    現金預金 4,014,602     

    未収金 827,414     

    短期貸付金 52,221     

    基金 4,468,704     

      財政調整基金 3,603,760     

      減債基金 864,944     

    棚卸資産 1,296,796     

    その他 22,059     

    徴収不能引当金 ▲56,040  

  繰延資産 - 純資産合計 96,832,459

資産合計 159,327,066 負債及び純資産合計 159,327,066

＊ 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。 
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(1) 貸借対照表（全体会計）の概要 

① 資産と負債・純資産の状況 

平成２７年度末の資産合計は、１，５９３億２，７０６万６千円となっています。

内訳は、固定資産が１，４８７億１３１万１千円（構成比９３．３％）、流動資産が

１０６億２，５７５万５千円（構成比６．７％）となっています。 

資産の主なものとして、インフラ資産の工作物が７５２億９，７９９万円（構成比

４７．３％）、事業用資産の建物が２４５億３，５５０万６千円（構成比１５．４％）、

インフラ資産の土地が２２０億６，３９１万２千円（構成比１３．８％）、となって

います。 

一方、負債は６２４億９，４６０万８千円となっています。内訳は、固定負債が５

８４億６０１万円（構成比９３．５％）、流動負債が４０億８，８５９万７千円（構

成比６．５％）となっています。 

この結果、純資産合計は、９６８億３，２４５万９千円となっています。 

全体会計の資産合計の規模は、一般会計等に約４５７億円積み上げられた金額にな

っています。内訳は、公共下水道事業会計が約２８２億円、水道事業会計が約１４２

億円等です。 

 

② 前年度との比較 

資産については、８，８９９万７千円増加しました。主な要因としては、公共下水

道事業会計において、インフラ資産で減価償却額が資産取得額を上回ったことによる

減（３億４，２９１万３千円）や国民健康保険特別会計における基金の減（２億５，

３５９万６千円）等がありましたが、一般会計等での増加（５億１，８６８万９千円）

により、差し引きで増加したものです。 

一方、負債については、３億１６３万２千円減少しました。主な要因としては、一

般会計等において増加したものの、公共下水道事業会計・病院事業会計・水道事業会

計における地方債等の減（８億２，７８７万９千円）等により、差し引きで減少した

ものです。 

この結果、資産が増加し、負債が減少したことから、純資産については３億９，０

６３万円増加しました。 
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(2) 各財政指標の比較 

 純 資 産 比 率
社会資本形成

の世代間比率

地方債返済へ 

の 対 応 余 力  

一般会計等 75.8% 23.0% 44.8% 

全体会計 60.8% 30.4% 30.1% 

全体会計 

（前年度） 
60.6% 29.6% 24.2% 

一般会計等と全体会計の財政指標を比較すると、純資産比率が１５．０ポイント低

下しています。これは、地方公営企業法改正における会計基準の見直しにおいて、資

本剰余金として計上していた補助金等が、長期前受金として負債に計上されたためで

す。  

社会資本形成の世代間比率については、全体会計における地方債残高の増加が、固

定資産の増加を上回ったため、７．４ポイント増加しました。  

地方債返済への対応余力についても、全体会計における地方債残高の増加が、投資

その他の資産及び流動資産の増加額を上回ったため、１４．７ポイント低下しました。 

 

(3) 市民一人当たりの貸借対照表の比較（全体会計）  

（単位：千円） 

勘定科目 平成 27 年度 平成 26 年度 

資産 2,566 2,564 

負債 1,007 1,011 

純資産 1,559 1,553 

地方債残高 714 709 
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10 行政コスト計算書(全体会計) 

（単位：千円）

科目名 金額 

  経常費用 36,103,861

    業務費用 17,742,405

      人件費 4,454,647

        職員給与費 3,822,396

        賞与等引当金繰入額 7,084

        退職手当引当金繰入額 ▲407,164

        その他 1,032,330

      物件費等 11,851,779

        物件費 6,372,629

        維持補修費 778,526

        減価償却費 4,442,485

        その他 258,140

      その他の業務費用 1,435,979

        支払利息 634,011

        徴収不能引当金繰入額 ▲16,766

        その他 818,734

    移転費用 18,361,456

      補助金等 15,186,070

      社会保障給付 3,096,841

      その他 78,544

  経常収益 4,468,981

    使用料及び手数料 3,528,161

    その他 940,820

純経常行政コスト 31,634,880

  臨時損失 ▲117,401

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    損失補償等引当金繰入額 ▲111,041

    その他 2,161

  臨時利益 7,528

    資産売却益 7,528

    その他 -

純行政コスト 31,509,951

＊ 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。 
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(1) 行政コスト計算書（全体会計）の概要 

① 経常費用・経常収益の状況 

平成２７年度の経常費用は、３６１億３８６万１千円となり、一般会計等に約１５

１億８千万円上乗せされた金額になっています。内訳は、業務費用については、人件

費が４４億５，４６４万７千円（構成比１２．３％）、物件費等が１１８億５，１７

７万９千円（構成比３２．８％）、その他の業務費用が１４億３，５９７万９千円（構

成比４．０％）となっています。また、移転費用については、１８３億６，１４５万

６千円（構成比５０．９％）となっています。一方、経常収益合計は、４４億６，８

９８万１千円となっています。内訳は、使用料及び手数料が３５億２，８１６万１千

円（構成比７８．９％）、その他が９億４，０８２万円（構成比２１．１％）となっ

ています。 

また、損失補償等引当金等の臨時損失は、１億１，７４０万１千円、資産売却益等

の臨時利益は、７５２万８千円となっています。 

経常費用と臨時損失の合計から経常収益と臨時利益の合計を差し引いた結果、純行

政コストは、３１５億９９５万１千円となりました。こちらは、一般会計等に約１１

６億２千万円上乗せされた金額であり、その主な内訳は、国民健康保険特別会計が約

６５億円、介護保険特別会計が約４６億円等です。 

 

② 前年度との比較 

経常費用については、５０億２，４１８万円増加しました。主な要因は、一般会計

等の増加に加え、国民健康保険特別会計における保険給付等の増（１２億４，３４３

万６千円）等によるものです。 

経常収益については、７億２，５５８万８千円減少しました。主な要因は、勘定科

目の変更により、公共下水道事業会計等における長期前受金戻入益が純資産変動計算

書へ計上されたこと等によるものです。 

この結果、経常費用と臨時損失の合計から経常収益と臨時利益の合計を差し引いた、

純行政コストは５６億２，４８３万９千円増加しました。 
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(2) 各財政指標の比較                

（単位：千円） 

 
受益者負担率 

一般会計等 4.3% 

全体会計 12.4% 

全体会計 

（前年度） 
11.8% 

一般会計等と全体会計での財政指標を比較すると、受益者負担率が８．１ポイント

伸びています。これは、地方公会計制度においては、税収は行政コスト計算書に計上

せずに、純資産変動計算書に計上するため一般会計等では低い数字ですが、全体会計

では、水道事業会計における水道使用料等、公営企業の事業に対する収入によるもの

が大きく増加するためです。 

 

(3) 市民一人当たりの行政コスト計算書の比較（全体会計）         

（単位：千円） 

  人件費 純行政コスト 

一般会計等 57 320 

全体会計 72 508 

一般会計等と全体会計を比較すると、市民一人当たりの人件費は１万５千円増加して

います。  
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11 純資産変動計算書(全体会計) 
（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 94,422,320 152,883,598 ▲58,461,277 -

  純行政コスト（▲） ▲31,509,951   ▲31,509,951 -

  財源 33,765,070   33,765,070 -

    税収等 25,348,128   25,348,128 -

    国県等補助金 8,416,942   8,416,942 -

  本年度差額 2,255,119   2,255,119 -

  固定資産等の変動（内部変動）   212,344 ▲212,344   

    有形固定資産等の増加   10,931,289 ▲10,931,289   

    有形固定資産等の減少   ▲12,758,534 12,758,534   

    貸付金・基金等の増加   3,227,064 ▲3,227,064   

    貸付金・基金等の減少   ▲1,187,474 1,187,474   

  資産評価差額 71 71     

  無償所管換等 144,233 144,233     

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 10,715 ▲18,010 28,726   

  本年度純資産変動額 2,410,138 338,638 2,071,501 -

本年度末純資産残高 96,832,459 153,222,236 ▲56,389,777 -

＊ 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。 

 

(1) 純資産変動計算書（全体会計）の概要 

① 純資産変動の状況 

平成２７年度の純行政コスト３１５億９９５万１千円に対して、財源は、税収等が

２５３億４，８１２万８千円、国県等補助金が８４億１，６９４万２千円となってい

ます。このため、本年度差額は、２２億５，５１１万９千円となりました。 

資産評価差額については、７１万円になりました。 

無償所管換等については、１億４，４２３万３千円になりました。 

その他については、１，０７１万５千円になりました。 

この結果、本年度純資産変動額は２４億１，０１３万８千円となり、本年度末純資

産残高は９６８億３，２４５万９千円となりました。 

 

② 前年度との比較 

前年度末純資産残高（本年度期首純資産残高）は、有形固定資産の評価基準の変更

等により、２０億１，９５０万９千円減少しています。 

本年度末純資産残高は、前年度末純資産残高の減少がありましたが、一般会計等の

増加に加え、公共下水道事業特別会計や水道事業企業会計における税収等の増加によ

り、３億９，０６３万円増加しました。  
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(2) 各財政指標の比較     

（単位：千円） 

  
行政コスト対 

税 収 等 比 率  

一般会計等 91.6% 

全体会計 93.3% 

行政コスト対税収等比率については、国民健康保険特別会計や介護保険特別会計で

の経常費用の増加により、１．７ポイント増加しています。 
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12 資金収支計算書(全体会計) 

（単位：千円）

科目名 金額 

【業務活動収支】   

  業務支出 32,108,994

    業務費用支出 13,747,539

      人件費支出 4,854,726

      物件費等支出 7,463,608

      支払利息支出 634,011

      その他の支出 795,193

    移転費用支出 18,361,456

      補助金等支出 15,186,070

      社会保障給付支出 3,096,841

      その他の支出 78,544

  業務収入 36,854,282

    税収等収入 25,221,346

    国県等補助金収入 7,144,949

    使用料及び手数料収入 3,574,515

    その他の収入 913,472

  臨時支出 2,161

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 2,161

  臨時収入 -

業務活動収支 4,743,126

【投資活動収支】   

  投資活動支出 7,650,585

    公共施設等整備費支出 4,943,861

    基金積立金支出 1,607,254

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 1,099,470

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,575,577

    国県等補助金収入 1,379,895

    基金取崩収入 1,037,674

    貸付金元金回収収入 1,147,655

    資産売却収入 10,353

    その他の収入 -

投資活動収支 ▲4,075,008

【財務活動収支】   

  財務活動支出 3,422,097

    地方債償還支出 3,416,497

    その他の支出 5,600

  財務活動収入 3,736,700

    地方債発行収入 3,731,100

    その他の収入 5,600

財務活動収支 314,603

本年度資金収支額 982,722

前年度末資金残高 2,968,993

本年度末資金残高 3,951,715

      

前年度末歳計外現金残高 58,065

本年度歳計外現金増減額 4,822

本年度末歳計外現金残高 62,887

本年度末現金預金残高 4,014,602

＊ 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。 
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(1) 資金収支計算書（全体会計）の概要 

① 基礎的財政収支・財務的収支の状況 

平成２７年度の業務活動収支については、業務支出が３２１億８９９万４千円、業

務収入が３６８億５，４２８万２千円、臨時支出が２１６万１千円であることから、

４７億４，３１２万６千円の黒字となっています。 

投資活動収支については、投資活動支出が７６億５，０５８万５千円、投資活動収

入は３５億７，５５７万７千円であることから、４０億７，５００万８千円の赤字と

なっています。 

    この結果、基礎的財政収支については、６億６，８１１万８千円の黒字となってい

ます。 

    財務活動収支については、財務活動支出が３４億２，２０９万７千円、財務活動収

入は３７億３，６７０万円であることから、３億１，４６０万３千円の黒字となって

います。 

    この結果、当期の資金収支額は、９億８，２７２万２千円の黒字となり、期末資金

残高は３９億５，１７１万５千円へと増加しました。 

 

② 前年度との比較 

業務支出は、２７億７，８３９万２千円増加しました。主な要因は、一般会計等で

の増加に加え、国民健康保険特別会計における保険給付費や保険財政共同安定化事業

拠出金の増等によるものです。 

業務収入については、２８億９，１６９万７千円増加しました。主な要因は、工業

団地整備事業特別会計における、工業用地分譲収入の皆減（７億５，６６８万１千円）

等がありましたが、一般会計等での増加に加え、国民健康保険特別会計における保険

財政共同安定化事業交付金の増等によるものです。 

投資活動支出については、４億８，１９３万２千円減少しました。主な要因は、一

般会計等では増加しましたが、公共下水道事業会計における建設改良費等の減（２億

６３万３千円）や工業団地整備事業特別会計における工業用地造成に係る経費の減

（１億９，７４９万円）等によるものです。 

投資活動収入については、５億８，０４１万円増加しました。主な要因は、一般会

計等の増加に加え、国民健康保険特別会計における基金取崩収入の増（２億４，２８

３万６千円）や、勘定科目の変更による国県等補助金収入の皆増（３億４３４万８千

円）等により増加しました。 

この結果、基礎的財政収支は、１１億７，３４８万５千円増加し、黒字となりまし 

た。 

また、財務活動収支については、７億１７万６千円減少しました。 

この結果、昨年度との差額としては、今期の資金収支額は４億７，３３１万円増加

しました。 
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(3) 各財政指標の比較 

 

地方債等残高の増減

（千円） 

歳入額対資産比率

（年） 

基礎的財政収支 

（千円） 

一般会計等 891,009 4.1 ▲335,486 

全体会計 314,603 3.6 668,118 

全体会計 

（前年度） 
1,123,021 2.9 ▲505,367 

公営事業会計では地方債等残高が減少していますが、一般会計等と全体会計の財政

指標を比較すると、全体会計では地方債等残高が昨年度に引き続き増加していますの

で、その主たる要因が一般会計等の増であることが分かります。 

基礎的財政収支は、一般会計等では４年連続の赤字となりましたが、全体会計では

前年度に比べ１１億７，３４８万５千円増加したことから、黒字となっています。 
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13 貸借対照表(連結会計) 

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額 

【資産の部】   【負債の部】   

  固定資産 148,961,060   固定負債 58,519,252

    有形固定資産 144,740,258     地方債 41,107,669

      事業用資産 43,919,324     長期未払金 -

        土地 16,735,927     退職手当引当金 3,776,576

        立木竹 160,055     損失補償等引当金 345,466

        建物 47,764,627     その他 13,289,541

        建物減価償却累計額 ▲23,020,531   流動負債 4,210,786

        工作物 5,231,758     １年内償還予定地方債 3,365,894

        工作物減価償却累計額 ▲3,008,495     未払金 384,436

        建設仮勘定 55,982     未払費用 40,837

      インフラ資産 99,838,492     前受金 24,675

        土地 22,063,912     前受収益 -

        建物 372,153     賞与等引当金 261,703

        建物減価償却累計額 ▲120,940     預り金 81,883

        工作物 121,170,860     その他 51,358

        工作物減価償却累計額 ▲45,872,870 負債合計 62,730,038

        その他 2,554,635 【純資産の部】   

        その他減価償却累計額 ▲851,023   固定資産等形成分 153,481,984

        建設仮勘定 521,766   余剰分（不足分） ▲55,886,595

      物品 3,035,399   他団体出資等分 89,019

      物品減価償却累計額 ▲2,052,957     

    無形固定資産 1,517,200     

      ソフトウェア 180,447     

      その他 1,336,753     

    投資その他の資産 2,703,601     

      投資及び出資金 258,302     

        有価証券 45,093     

        出資金 213,209     

        その他 -     

      長期延滞債権 960,082     

      長期貸付金 45,432     

      基金 1,554,443     

        減債基金 -     

        その他 1,554,443     

      その他 -     

      徴収不能引当金 ▲114,657     

  流動資産 11,453,387     

    現金預金 4,829,330     

    未収金 834,611     

    短期貸付金 52,221     

    基金 4,468,704     

      財政調整基金 3,603,760     

      減債基金 864,944     

    棚卸資産 1,298,841     

    その他 25,721     

    徴収不能引当金 ▲56,040  

  繰延資産 - 純資産合計 97,684,408

資産合計 160,414,447 負債及び純資産合計 160,414,447

＊ 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。 
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(1) 貸借対照表（連結会計）の概要 

① 資産と負債・純資産の状況 

平成２７年度末の資産合計は、１，６０４億１，４４４万７千円となっています。

固定資産が１，４８９億６，１０６万円（構成比９２．９％）、流動資産が１１４億

５，３３８万７千円（構成比７．１％）となっています。 

一方、負債は、６２７億３，００３万８千円となっています。内訳は、固定負債が

５８５億１，９２５万２千円（構成比９３．３％）、流動負債が４２億１，０７８万

６千円（構成比６．７％）となっています。 

この結果、純資産合計は、９７６億８，４４０万８千円となりました。 

なお、資産合計における全体会計からの増加額は約１０億９千万円であり、その内

約７割を天童市土地開発公社が占めます。  

 

② 前年度との比較 

資産については、１億２，５０２万９千円増加しました。主な要因としては、全体

会計の増加に加え、天童市文化・スポーツ事業団における現金預金の増加（１，５５

６万４千円）等によるものです。 

負債については、２億７，３２０万６千円減少しました。主な要因としては、全体

会計における減に加え、天童市文化・スポーツ事業団における未払金の減（１，３０

４万６千円）や㈱スポーツクラブ天童における借入金の減（１，４６２万円）等によ

り減少しました。 

この結果、資産が増加し、負債が減少したことから、純資産については３億９，８

２３万５千円増加しました。 
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(2) 各財政指標の比較 

 
純 資 産 比 率

社会資本形成

の世代間比率

地方債返済へ 

の 対 応 余 力  

一般会計等 75.8% 23.0% 44.8% 

全体会計 60.8% 30.4% 30.1% 

連結会計 60.9% 30.4% 31.8% 

連結会計の場合と全体会計の場合を比較すると、純資産比率はほぼ同率となっていま

す。 

また、社会資本形成の世代間比率については同率となっており、地方債返済への対

応余力については、１．７ポイント改善しています。 

 

(3) 市民一人当たりの貸借対照表の比較        

（単位：千円） 

勘定科目 一般会計等 全体会計 連結会計 

資産 1,831 2,566 2,584 

負債 442 1,007 1,010 

純資産 1,389 1,559 1,574 

地方債等残高 382 714 716 
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14 行政コスト計算書(連結会計) 

（単位：千円）

科目名 金額 

  経常費用 36,560,142

    業務費用 18,277,929

      人件費 4,753,937

        職員給与費 4,058,832

        賞与等引当金繰入額 7,084

        退職手当引当金繰入額 ▲399,024

        その他 1,087,044

      物件費等 11,886,421

        物件費 6,205,629

        維持補修費 796,599

        減価償却費 4,463,425

        その他 420,768

      その他の業務費用 1,637,571

        支払利息 636,138

        徴収不能引当金繰入額 ▲16,766

        その他 1,018,200

    移転費用 18,282,213

      補助金等 15,106,828

      社会保障給付 3,096,841

      その他 78,544

  経常収益 4,950,075

    使用料及び手数料 3,528,160

    その他 1,421,915

純経常行政コスト 31,610,068

  臨時損失 ▲76,252

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    損失補償等引当金繰入額 ▲78,413

    その他 2,161

  臨時利益 7,528

    資産売却益 7,528

    その他 -

純行政コスト 31,526,288

＊ 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。 
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(1) 行政コスト計算書（連結会計）の概要 

① 経常費用・経常収益の状況 

平成２７年度の経常費用は、３６５億６，０１４万２千円となっています。内訳は、

業務費用については、人件費が４７億５，３９３万７千円（構成比１３．０％）、物

件費等が１１８億８，６４２万１千円（構成比３２．５％）、その他の業務費用が１

６億３，７５７万１千円（構成比４．５％）、となっています。また、移転費用につ

いては、１８２億８，２２１万３千円（構成比５０．０％）となっています。 

一方、経常収益合計は、４９億５，００７万５千円となっています。内訳は、使用

料及び手数料が３５億２，８１６万円（構成比７１．３％）、その他が１４億２，１

９１万５千円（構成比２８．７％）となっています。 

また、損失補償等引当金等の臨時損失は、７，８４１万３千円、資産売却益等の臨

時利益は、７５２万８千円となっています。 

経常費用と臨時損失の合計から経常収益と臨時利益の合計を差し引いた結果、純行

政コストは、３１５億２，６２８万８千円となりました。  

 

② 前年度との比較 

経常費用については、天童市土地開発公社における用地取得事業の皆減（１億６８

１万円）等がありましたが、全体会計における増により、差し引きで４９億２，４０

８万円増加したものです。 

経常収益については、全体会計での減に加え、天童市土地開発公社の業務収益の皆

減（１億７１６万９千円）等により８億６５３万８千円減少しました。 

この結果、経常費用と臨時損失の合計から経常収益と臨時利益の合計を差し引いた、

純行政コストは５６億４，６８３万９千円増加しました。 
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(2) 各財政指標の比較              

（単位：千円） 

 受益者負担率 

一般会計等 4.3% 

全体会計 12.4% 

連結会計 13.5% 

受益者負担率については、第三セクター企業等の経常収益を合算したため、１．１ポイ

ント増加しています。 

 

(3) 市民一人当たりの行政コスト計算書の比較（連結会計）       

（単位：千円） 

  人件費 純行政コスト 

一般会計等 57 320 

全体会計 72 508 

連結会計 77 508 

連結会計と全体会計を比較すると、市民一人当たりの人件費は５千円増加しています。 
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15 純資産変動計算書(連結会計) 
（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 95,196,165 153,148,136 ▲58,029,082 77,110

  純行政コスト（▲） ▲31,526,288   ▲31,538,196 11,909

  財源 33,765,070   33,765,070 -

    税収等 25,348,128   25,348,128 -

    国県等補助金 8,416,942   8,416,942 -

  本年度差額 2,238,782   2,226,873 11,909

  固定資産等の変動（内部変動）   192,134 ▲192,134   

    有形固定資産等の増加   10,931,798 ▲10,931,798   

    有形固定資産等の減少   ▲12,779,254 12,779,254   

    貸付金・基金等の増加   3,227,064 ▲3,227,064   

    貸付金・基金等の減少   ▲1,187,474 1,187,474   

  資産評価差額 71 71     

  無償所管換等 144,233 144,233     

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 105,158 ▲2,590 107,748   

  本年度純資産変動額 2,488,244 333,848 2,142,487 11,909

本年度末純資産残高 97,684,408 153,481,984 ▲55,886,595 89,019

＊ 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。 

 

(1) 純資産変動計算書（連結会計）の概要 

① 純資産変動の状況 

平成２７年度の純行政コスト３１５億２，６２８万８千円に対して、財源は、税収

等が２５３億４，８１２万８千円、国県等補助金が８４億１，６９４万２千円となっ

ています。このため、本年度差額は、２２億３，８７８万２千円となりました。 

資産評価差額については、７１万円になりました。 

無償所管換等については、１億４，４２３万３千円になりました。 

その他については、１億５１５万８千円になりました。 

この結果、本年度純資産変動額は２４億８，８２４万４千円となり、本年度末純資

産残高は９７６億８，４４０万８千円となりました。 

 

② 前年度との比較 

前年度末純資産残高（本年度期首純資産残高）は、有形固定資産の評価基準の変更

等により、２０億９，０００万９千円減少しています。 

本年度末純資産残高は、全体会計と同様の理由により、３億９，８２３万４千円増

加しました。 
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(2) 各財政指標の比較              

（単位：千円） 

  
行政コスト対 

税収等比率 

一般会計等 91.6% 

全体会計 93.3% 

連結会計 93.4% 

行政コスト対税収等比率については、㈱スポーツクラブ天童等の経常費用が増加した

ため、全体会計と比較し、０．１ポイント増加しています。 
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16 資金収支計算書(連結会計) 

（単位：千円）

科目名 金額 

【業務活動収支】   

  業務支出 32,534,009

    業務費用支出 14,251,796

      人件費支出 5,153,667

      物件費等支出 7,462,221

      支払利息支出 636,138

      その他の支出 999,771

    移転費用支出 18,282,213

      補助金等支出 15,106,828

      社会保障給付支出 3,096,841

      その他の支出 78,544

  業務収入 37,336,906

    税収等収入 25,221,346

    国県等補助金収入 7,144,949

    使用料及び手数料収入 3,574,514

    その他の収入 1,396,098

  臨時支出 2,161

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 2,161

  臨時収入 -

業務活動収支 4,800,735

【投資活動収支】   

  投資活動支出 7,651,094

    公共施設等整備費支出 4,944,370

    基金積立金支出 1,607,254

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 1,099,470

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,575,577

    国県等補助金収入 1,379,895

    基金取崩収入 1,037,674

    貸付金元金回収収入 1,147,655

    資産売却収入 10,353

    その他の収入 -

投資活動収支 ▲4,075,517

【財務活動収支】   

  財務活動支出 3,436,716

    地方債償還支出 3,431,116

    その他の支出 5,600

  財務活動収入 3,736,700

    地方債発行収入 3,731,100

    その他の収入 5,600

財務活動収支 299,984

本年度資金収支額 1,025,202

前年度末資金残高 3,741,241

本年度末資金残高 4,766,443

      

前年度末歳計外現金残高 58,065

本年度歳計外現金増減額 4,822

本年度末歳計外現金残高 62,887

本年度末現金預金残高 4,829,330

＊ 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。 
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(1) 資金収支計算書（連結会計）の概要 

① 基礎的財政収支・財務的収支の状況 

平成２７年度の業務活動収支については、業務支出が３２５億３，４００万９千円、

業務収入が３７３億３，６９０万６千円、臨時支出が２１６万１千円となっており、

４８億７３万５千円の黒字となっています。 

投資活動収支については、投資活動支出が７６億５，１０９万４千円、投資活動収

入は３５億７，５５７万７千円となっており、４０億７，５５１万７千円の赤字とな

っています。 

この結果、基礎的財政収支については、７億２，５２１万８千円の黒字となってい

ます。 

また、財務活動収支については、財務活動支出が３４億３，６７１万６千円、財務

活動収入は３７億３，６７０万円となっており、２億９，９９８万４千円の黒字とな

っています。 

この結果、当期の資金収支額は、１０億２，５２０万２千円の黒字となり、期末資

金残高は４７億６，６４４万３千円へと増加しました。 

 

② 前年度との比較 

業務支出は、２７億６，３７２万９千円増加しました。主な要因は、天童市土地開

発公社や天童市文化・スポーツ事業団における業務費用支出の減（４，７３３万１千

円）がありましたが、全体会計での増により、差し引きで増加したものです。 

業務収入については、２９億３，６３３万５千円増加しました。主な要因は、全体

会計での増に加え、㈱スポーツクラブ天童や天童ターミナルビル㈱におけるその他の

収入の増加（３，９０３万７千円）により増加しました。 

投資活動支出については、全体会計と同様の理由により、４億８，６６３万２千円

減少しました。 

投資活動収入については、全体会計と同様の理由により、５億８，０４１万千円増

加しました。 

この結果、基礎的財政収支は、１２億３，７４８万６千円増加し、黒字となりまし 

た。 

また、財務的収支については、全体会計と同様の理由により、７億５０万６千円減

少しました。 

この結果、当期資金収支額は５億３，６９８万円増加しました。  
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(2) 各財政指標の比較 

 

地方債等残高の増減

（千円） 

歳入額対資産比率 

（年） 

基礎的財政収支 

（千円） 

一般会計等 891,009 4.1 ▲335,486 

全体会計 314,603 3.6 668,118 

連結会計 299,984 3.6 725,218 

全体会計との比較を見ると、地方債等残高については、一般会計等での増加分を全

体会計、連結会計と合わせるに従って、増加額は縮小しますが、結果として連結会計

でも増加していることが分かります。 

また、歳入額対資産比率については、各法人の業務収益を合算したため、全体会計

から０．１ポイント減少しています。 

基礎的財政収支については、連結対象団体においては黒字であったため、全体会計

と比較し、５，７１０万円増加しています。 
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17 まとめ 

平成２７年度については、市庁舎等の耐震改修工事や市立公民館の改築工事等により、

一般会計等においては、地方債残高が８億９，１００万９千円増加し、昨年の約１８億７

千万円の増に続き、４年で５６億円超の増加となりました。一方、公営事業会計等におけ

る企業債等残高が減少していますが、一般会計等での増により、全体会計や連結会計にお

いても、昨年度に引き続き増加しています。 

また、有形固定資産の評価基準等の変更により、一般会計等における開始貸借対照表上

の固定資産が約１９億円減少しましたが、前述の市庁舎等の耐震改修工事や市立公民館の

改築工事等による固定資産の増、及び財政調整基金の増加等による流動資産の増により、

一般会計等・全体会計・連結会計ともに資産は増加しました。 

行政コスト計算書の中での市民一人当たりの人件費については、一般会計等・全体会

計・連結会計ともに減少していますが、市民一人当たりの経常純行政コストは、一般会計

等における物件費等の増加により、３会計ともに増加しています。 

資金収支計算書の基礎的財政収支では、一般会計等では３億３，５４８万６千円の赤字

となりましたが、市税やふるさと応援寄附金の増加等により、前年度に比べ８億５，７９

４万 1 千円増加しました。この結果、全体会計及び連結会計では黒字となりました。財務

的収支を加えた資金収支は、一般会計等で１億２，４４８万３千円増加し、３会計が黒字

となっています。また、公共施設等整備費支出については、３会計ともに減少しています。 

上記のことから、平成２７年度は、前年度よりは縮小したものの、引き続き大型投資を

実施したため、一般会計等の基礎的財政収支が赤字となり、投資的経費の増加等による財

源の不足分を地方債で賄っている状況です。 

結果として、市の財政状況（一般会計等）は、４年続けて地方債発行額が増加しました

が、純資産比率が高いこと、市民一人当たりの地方債残高が比較的低いことなどから、健

全な財政状況を維持していると言えます。 

市の資産は、その大半を固定資産が占めていることもあり、インフラ資産等の更新・維

持管理には、将来的に多額の費用が必要になると見込まれますが、今後も、年間の投資額

とプライマリー・バランスに配慮するとともに、計画性を持った財政運営を行い、中長期

的な健全財政を堅持するよう努めていきます。 
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１８ 財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

資産評価及び固定資産台帳整備の手引き（平成27年1月総務省）に定める評価基準及び評価方法により

ます。ただし、地方公営企業法が適用される会計については、地方公営企業会計基準によります。 

 

(2) 有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券      

償却原価法 

② 満期保有目的以外の有価証券 

市場価格のあるものについては、年度末日の市場価格に基づく時価法 

市場価格のないものについては、取得原価による移動平均法による原価法 

 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産、物品） 

定額法を採用 

ただし、（株）スポーツクラブ天童及び天童ターミナルビル（株）の建物以外は定率法を採用 

② 無形固定資産 

定額法を採用 

 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、過去５年間の平均不納欠損率により計上しています。 

② 賞与等引当金 

職員に対する期末・勤勉手当及びそれに係る法定福利費に備えるため、翌年度６月支給予定の期末・

勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。 

③ 退職手当引当金 

職員の退職給付に備えるため、本年度末における退職手当の自己都合要支給額に相当する金額を計上

しています。 

  ④ 損失補償引当金 

地方公共団体財政健全化法における将来負担比率により、損失補償債務の将来負担見込額を計上して

います。 

  ⑤ 投資損失引当金 

連結対象団体及び会計への投資及び出資に係る損失に備えるため、実質価額の低下の程度を検討し必

要と認められる額を計上しております。 

 

(5) リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

(6) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金、要求払預金）及び現金同等物（３か月以内の短期投資のほか、出納整理期間中の取引

により発生する資金の受払いを含む)を、資金の範囲としています。 

 

 (7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

水道事業、公共下水道事業、天童市民病院事業、（株）スポーツクラブ天童及び天童ターミナルビル（株）

の会計は税抜方式、それ以外は税込方式によっています。 
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２ 重要な会計方針の変更 

重要な会計方針の変更はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

該当する事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

会計年度末においては現実の債務ではないが、将来、一定の条件を満たすような事態が生じた場合に債務

となるものは、次のとおりです。 

 

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

団体名称 出資割合
財政健全化法の将来負担比率の算定上将
来負担とした額（貸借対照表計上額） 

㈱スポーツクラブ天童 45％ 37,873 千円

東根市外二市一町共立衛生処理組合 － 345,466 千円

合計  383,339 千円

 

(2) 係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

１件 145,842円 

 

５ 追加情報の注記 

(1) 対象範囲（対象とする会計名） 

① 一般会計等 

ア 一般会計  

イ 用地買収特別会計  

ウ 市民墓地特別会計 

② 全体会計 

ア 国民健康保険特別会計       

イ 介護保険特別会計 

ウ 後期高齢者医療特別会計      

エ 工業団地整備事業特別会計 

オ 公共下水道事業会計 

カ 天童市民病院事業会計 

キ 水道事業会計 

③ 連結会計 

ア 天童市土地開発公社 

イ ㈱スポーツクラブ天童 

ウ (公財)天童市文化・スポーツ振興事業団  

エ 天童ターミナルビル㈱ 

 

(2) 一般会計等と普通会計の対象範囲の差異 

一般会計等の対象範囲と普通会計の対象範囲に差異はありません。 

 

(3) 出納整理期間について 

地方自治法第235条の5の規定により出納整理期間が設けられており、当会計年度に係る出納整理期間に

おける現金の受払い等を終了した後の係数をもって会計年度末の係数としています。 

 

(4) 財務書類の表示金額単位 

記載金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。 
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(5) 地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ － 3.5％ 41.0％ 

 

(6) 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 

4,322,421千円 

 

(7) 繰越事業に係る将来の支出予定額 

             （単位：千円） 

継続費 －

繰越明許費 104,692

合計 104,692

 

(8) 基準変更による影響額等 

道路等の底地の評価額を１円とする評価方針の変更に伴う貸借対照表に対する影響額 

974,230千円 

 

(9) 満期一括償還のための減債基金に係る積立不足有無及び不足額 

積立不足はありません。 

 

(10) 基金借入金（繰替運用）の内容 

① 財政調整基金の繰替運用の資金額   4,300,000千円 

② 減債基金の繰替運用の資金額      500,000千円 

③ 市有施設整備基金の繰替運用の資金額  800,000千円 

 

(11) 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれるこ

とが見込まれる金額 

23,490,405千円 

 

(12) 将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定要素） 

               （単位：千円） 

将来負担額 36,128,740

充当可能財源等 31,580,678

標準財政規模 13,076,393

算入公債費等の額 1,990,602

 

(13) 自治法２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務 

77,130千円 

 

(14) 純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

固定資産等形成分は、資産形成のために充当した資源が蓄積されたもので、原則として固定資産等の形

態で保有されています。 

余剰分（不足分）は、費消可能な資源が蓄積されたもので、原則として金銭の形態で保有されています。 
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(15) 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差異の主なもの 

                               （単位：千円） 

 一般会計等 全体会計 連結会計 

固定資産等の取得に 

充当する補助金収入 
▲1,075,548 ▲1,379,895 ▲1,379,895 

減価償却費 2,981,214 4,442,485 4,463,425 

賞与等引当金繰入額・ 

退職手当引当金繰入額 
▲332,464 ▲400,080 ▲399,705 

 

(16) 基礎的財政収支 

                      （単位：千円） 

 一般会計等 全体会計 連結会計 

業務活動収支 3,208,930 4,743,126 4,800,735 

 支払利息支出 219,257 634,011 636,138 

投資活動収支 ▲3,544,416 ▲4,075,008 ▲4,075,517 

 基金積立金支出 1,538,224 1,607,254 1,607,254 

 基金取崩収入 781,254 1,037,674 1,037,674 

基礎的財政収支 ▲335,486 668,118 725,218 

 

(17) 一時借入金の状況 

                               （単位：千円） 

 一般会計等 全体会計 連結会計 

一時借入金の限度額 3,000,000 4,600,000 4,600,000 

一時借入金に係る利子 149 149 149 

 

(18) 重要な非資金取引 

該当ありません。 
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6
,2

7
8

0
0

1
1
,3

9
6
,2

7
8

　
河

川
（
公

共
土

地
）

4
5
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2
5

0
0

4
5
,5

2
5

0
0

4
5
,5

2
5

　
公

園
（
公

共
土

地
）

8
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9
0
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3
3

7
,3

3
0

0
8
,9

9
7
,5

6
3

0
0

8
,9

9
7
,5

6
3

　
下

水
道

（
公

共
土

地
）

8
2
,9

8
6

5
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7
2

0
8
8
,5

5
8

0
0

8
8
,5

5
8

　
防

火
水

槽
（
公

共
土

地
）

4
,3

6
7

0
0

4
,3

6
7

0
0

4
,3

6
7

　
下

水
処

理
（
公

共
土

地
）

4
5
1

0
0

4
5
1

0
0

4
5
1

　
農

道
（
公

共
土

地
）

9
3
3
,6

8
8

2
,6

1
3

0
9
3
6
,3

0
1

0
0

9
3
6
,3

0
1

　
そ

の
他

（
公

共
土

地
）

1
,0

0
0
,5

5
0

2
7
,0

5
9

4
3
2
,7

4
2

5
9
4
,8

6
7

0
0

5
9
4
,8

6
7

　
下

水
道

（
公

共
建

物
）

1
7
,6

5
4

0
0

1
7
,6

5
4

1
,8

5
9

6
2
0

1
5
,7

9
5

　
そ

の
他

（
公

共
建

物
）

3
5
4
,4

9
9

0
0

3
5
4
,4

9
9

1
1
9
,0

8
1

7
,6

2
5

2
3
5
,4

1
8

　
橋

梁
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公

共
工

作
物
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5
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6
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5
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2
5
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6
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3
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4
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4
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2
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4
1
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作
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）
5
6
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7
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6

1
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川
（
公

共
工

作
物

）
2
6
9
,8

2
5

0
0

2
6
9
,8

2
5

4
5
,6

3
0

9
,1

7
4

2
2
4
,1

9
6

　
公

園
（
公

共
工

作
物

）
4
,0

9
3
,4

5
0

1
5
1
,8

3
7

0
4
,2

4
5
,2

8
7

1
,9

1
8
,7

7
2

1
0
9
,6

7
0

2
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2
6
,5
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5

　
下

水
道

（
公
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工

作
物

）
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9
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3
1
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0
7

4
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4
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8
3

8
,7

8
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2
9
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4
7
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0
2

3
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1
9
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6
4

7
9
8
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2
6
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8
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3
8
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水
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（
公
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工

作
物

）
2
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6
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1
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6
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9
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6
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1
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4
9
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2
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1
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1
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公

共
用

財
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建
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仮
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定
6
1
5
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4
9

5
7
5
,7

7
7

6
6
9
,1

6
1

5
2
1
,7

6
6
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0

5
2
1
,7

6
6

物
品

3
,0

0
6
,1

8
2

3
8
,8

6
1

9
,6

4
4

3
,0

3
5
,3

9
9

2
,0

5
2
,9

5
6

2
1
3
,7

5
8

9
8
2
,4

4
3

　
物

品
2
,6

9
9
,0

4
1

3
7
,0

6
1

9
,6

4
4

2
,7

2
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,4

5
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2
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5
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1
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3
0
7
,1

4
1

1
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3
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1
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5
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＊
　

記
載

金
額

は
千

円
未

満
を

四
捨

五
入

し
て

表
示

し
て

い
る

た
め

、
合

計
が

一
致

し
な

い
場

合
が

あ
り

ま
す

。
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②
　

投
資

及
び

出
資

金
の

明
細

　
　

　
ア

　
市

場
価

格
の

あ
る

も
の

(単
位

：
千

円
)

銘
柄

名
株

数
(A

)

時
価

単
価

(B
)

(単
位

　
円

)

貸
借

対
照

表
計

上
額

(A
)×

(B
)

取
得

単
価

(D
)

(単
位

　
円

)

取
得

原
価

(A
)×

(D
)

(E
)

評
価

差
額

(C
)-

(E
)

(F
)

東
京

電
力

（
株

）
2
6
8

6
1
9

1
6
6

5
0
0

1
3
4

3
2

東
北

電
力

（
株

）
3
0
9

1
,4

5
2

4
4
9

5
0
0

1
5
5

2
9
4

合
計

5
7
7

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

6
1
5

2
8
9

3
2
6

　
　

　
イ

　
市

場
価

格
の

な
い

も
の

の
う

ち
連

結
対

象
団

体
（
会

計
）
以

外
に

対
す

る
も

の
(単

位
：
千

円
)

相
手

先
名

出
資

金
額

(A
)

資
産

(B
)

負
債

(C
)

純
資

産
額

(B
)-

(C
)

(D
)

資
本

金
(E

)
出

資
割

合
(%

)
(A

)/
(E

)

実
質

価
額

(D
)×

(F
)

(G
)

強
制

評
価

減
(H

)

貸
借

対
照

表
計

上
額

(I
)

山
形

放
送

（
株

）
8
0
5

9
,9

5
1
,8

2
0

1
,3

8
5
,1

2
8

8
,5

6
6
,6

9
3

3
9
8
,0

0
0

0
.2

%
1
7
,3

2
7

0
8
0
5

（
株

）
山

形
県

食
肉

公
社

1
2
,6

2
3

4
,2

2
1
,8

2
6

1
,5

0
7
,4

3
9

2
,7

1
4
,3

8
7

1
,6

8
2
,8

8
0

0
.8

%
2
0
,3

6
0

0
1
2
,6

2
3

天
童

ゴ
ル

フ
（
株

）
6
,0

0
0

1
,3

5
6
,8

4
3

9
7
8
,8

2
2

3
7
8
,0

2
2

3
3
0
,0

0
0

1
.8

%
6
,8

7
3

0
6
,0

0
0

山
形

空
港

ビ
ル

（
株

）
4
,8

0
0

1
,6

5
3
,7

9
6

8
2
,5

0
5

1
,5

7
1
,2

9
1

4
8
0
,0

0
0

1
.0

%
1
5
,7

1
3

0
4
,8

0
0

キ
ャ

プ
テ

ン
山

形
（
株

）
2
,0

0
0

2
0
6
,5

8
0

4
,2

1
3

2
0
2
,3

6
7

9
4
,0

0
0

2
.1

%
4
,3

0
6

0
2
,0

0
0

（
株

）
さ

く
ら

ん
ぼ

テ
レ

ビ
ジ

ョ
ン

7
,0

0
0

3
,1

3
5
,2

9
3

9
7
3
,1

7
0

2
,1

6
2
,1

2
3

1
,0

0
0
,0

0
0

0
.7

%
1
5
,1

3
5

0
7
,0

0
0

（
株

）
ケ

ー
ブ

ル
テ

レ
ビ

山
形

3
,5

0
0

1
,6

8
5
,3

1
6

9
2
1
,9

1
0

7
6
3
,4

0
5

8
0
0
,0

0
0

0
.4

%
3
,3

4
0

0
3
,5

0
0

（
株

）
テ

レ
ビ

ユ
ー

山
形

5
,0

0
0

7
,3

9
7
,1

8
3

8
6
9
,0

0
9

6
,5

2
8
,1

7
4

2
,0

0
0
,0

0
0

0
.3

%
1
6
,3

2
0

0
5
,0

0
0

山
形

県
信

用
保

証
協

会
5
5
,7

4
0

4
0
0
,0

4
7
,6

3
4

3
6
9
,7

5
1
,9

8
4

3
0
,2

9
5
,6

4
9

1
0
,8

4
0
,7

2
8

0
.5

%
1
5
5
,7

7
2

0
5
5
,7

4
0

(公
財

)山
形

県
企

業
振

興
公

社
1
,9

5
0

4
,4

5
0
,7

9
5

2
,9

0
1
,1

9
1

1
,5

4
9
,6

0
4

3
5
0
,0

0
0

0
.6

%
8
,6

3
4

0
1
,9

5
0

山
形

県
農

業
信

用
基

金
協

会
7
,9

4
0

1
3
2
,5

9
6
,2

6
5

1
2
5
,2

0
4
,1

8
5

7
,3

9
2
,0

7
9

4
,0

9
6
,9

0
0

0
.2

%
1
4
,3

2
6

0
7
,9

4
0

(公
社

)山
形

県
畜

産
協

会
6
0
0

3
,8

8
7
,0

7
4

4
0
3
,3

5
9

3
,4

8
3
,7

1
6

7
,5

0
0

8
.0

%
2
7
8
,6

9
7

0
6
0
0

(公
社

)山
形

県
観

光
物

産
協

会
3
1
7

1
3
,6

2
1
,4

1
0

1
2
,3

5
6
,2

2
1

1
,2

6
5
,1

8
9

1
0
,0

0
0

3
.2

%
4
0
,1

0
6

0
3
1
7

山
形

県
住

宅
供

給
公

社
3
,0

0
0

7
,4

0
4
,2

4
9

4
4
1
,4

4
2

6
,9

6
2
,8

0
7

2
6
,0

0
0

1
1
.5

%
8
0
3
,4

0
1

0
3
,0

0
0

山
形

県
土

地
改

良
事

業
団

体
連

合
会

3
5
0

4
,9

6
6
,8

0
4

1
,3

9
4
,5

3
0

3
,5

7
2
,2

7
4

6
5
,5

6
0

0
.5

%
1
9
,0

7
1

0
3
5
0

山
形

県
漁

業
信

用
基

金
協

会
1
0
0

2
,7

6
9
,1

2
5

1
,8

0
9
,5

4
6

9
5
9
,5

7
9

6
6
7
,3

0
0

0
.0

%
1
4
4

0
1
0
0

山
形

県
国

民
健

康
保

険
団

体
連

合
会

2
0
,0

8
2

3
4
,9

7
7
,2

0
0

3
2
,6

2
0
,0

5
0

2
,3

5
7
,1

5
0

3
8
1
,4

3
3

5
.3

%
1
2
4
,1

0
1

0
2
0
,0

8
2

天
童

市
森

林
組

合
2
0
0

2
5
,5

6
6

1
1
,4

1
4

1
4
,1

5
2

4
,4

8
2

4
.5

%
6
3
1

0
2
0
0

(一
財

)山
形

県
消

防
協

会
1
,6

4
6

1
2
1
,5

6
7

1
1
4

1
2
1
,4

5
3

7
4
,4

8
9

2
.2

%
2
,6

8
4

0
1
,6

4
6

(公
財

)や
ま

が
た

農
業

支
援

セ
ン

タ
ー

1
3
,5

7
9

5
,2

9
4
,1

6
6

2
,7

7
6
,0

9
4

2
,5

1
8
,0

7
2

1
,2

4
7
,1

0
1

1
.1

%
2
7
,4

1
8

0
1
3
,5

7
9

(公
社

)山
形

県
青

果
物

生
産

出
荷

安
定

基
金

協
会

8
7
0

7
2
2
,2

9
4

2
9
0
,9

3
1

4
3
1
,3

6
3

4
,5

1
0

1
9
.3

%
8
3
,2

1
2

0
8
7
0

(公
財

)山
形

県
体

育
協

会
7
0

5
2
5
,9

6
1

5
,1

4
0

5
2
0
,8

2
1

1
1
,2

4
6

0
.6

%
3
,2

4
2

0
7
0

(公
財

)山
形

県
水

産
振

興
協

会
2
,5

0
0

3
0
0
,3

0
8

1
0
4
,9

4
1

1
9
5
,3

6
7

1
3
9
,0

0
0

1
.8

%
3
,5

1
4

0
2
,5

0
0
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相
手

先
名

出
資

金
額

(A
)

資
産

(B
)

負
債

(C
)

純
資

産
額

(B
)-

(C
)

(D
)

資
本

金
(E

)
出

資
割

合
(%

)
(A

)/
(E

)

実
質

価
額

(D
)×

(F
)

(G
)

強
制

評
価

減
(H

)

貸
借

対
照

表
計

上
額

(I
)

(公
財

)山
形

県
総

合
社

会
福

祉
基

金
8
,6

2
0

1
,4

4
0
,9

9
6

7
8

1
,4

4
0
,9

1
9

1
4
1
,5

9
7

6
.1

%
8
7
,7

1
9

0
8
,6

2
0

(公
財

)山
形

県
産

業
技

術
振

興
機

構
3
1
,9

5
0

8
,3

0
4
,6

9
3

6
,3

1
7
,0

7
2

1
,9

8
7
,6

2
1

3
1
0
,6

0
1

1
0
.3

%
2
0
4
,4

5
7

0
3
1
,9

5
0

(一
財

)日
本

立
地

セ
ン

タ
ー

2
,2

6
0

4
,3

4
4
,2

8
3

2
6
7
,9

3
1

4
,0

7
6
,3

5
2

9
1
1
,0

1
5

0
.2

%
1
0
,1

1
2

0
2
,2

6
0

(一
財

)地
域

活
性

化
セ

ン
タ

ー
3
5
0

4
,1

9
6
,2

7
1

1
1
0
,8

4
3

4
,0

8
5
,4

2
9

2
,4

5
0
,7

7
0

0
.0

%
5
8
3

0
3
5
0

(公
財

)山
形

県
み

ど
り

推
進

機
構

2
5
,6

0
3

2
,9

3
9
,7

5
7

3
9
,2

4
0

2
,9

0
0
,5

1
7

2
,6

3
4
,0

9
4

1
.0

%
2
8
,1

9
3

0
2
5
,6

0
3

(一
財

)山
形

コ
ン

ベ
ン

シ
ョ
ン

ビ
ュ

ー
ロ

ー
2
,2

8
0

5
9
0
,6

0
0

1
8
,4

0
5

5
7
2
,1

9
5

5
1
5
,9

3
0

0
.4

%
2
,5

2
9

0
2
,2

8
0

(一
財

)砂
防

フ
ロ

ン
テ

ィ
ア

整
備

推
進

機
構

1
1
0

3
,6

8
5
,9

7
4

1
,0

9
3
,1

4
8

2
,5

9
2
,8

2
6

4
0
0
,0

0
0

0
.0

%
7
1
3

0
1
1
0

(公
財

)山
形

県
国

際
交

流
協

会
4
,3

2
1

3
8
8
,6

0
3

4
,0

4
4

3
8
4
,5

5
9

3
8
1
,6

4
3

1
.1

%
4
,3

5
4

0
4
,3

2
1

(公
財

)山
形

県
腎

等
臓

器
移

植
推

進
機

構
2
,0

1
0

2
3
6
,2

7
8

2
3
5

2
3
6
,0

4
3

2
3
2
,7

3
9

0
.9

%
2
,0

3
9

0
2
,0

1
0

(公
財

)山
形

県
暴

力
追

放
運

動
推

進
セ

ン
タ

ー
6
,0

1
1

8
7
4
,3

2
0

4
1
6

8
7
3
,9

0
4

7
9
6
,9

8
3

0
.8

%
6
,5

9
1

0
6
,0

1
1

(一
社

)山
形

県
系

統
豚

普
及

セ
ン

タ
ー

7
0

1
7
5
,5

1
2

1
3
5
,6

0
1

3
9
,9

1
0

5
0
,6

6
0

0
.1

%
5
5

0
7
0

(公
財

)山
形

県
勤

労
者

育
成

教
育

基
金

協
会

1
2
,0

8
0

1
,3

7
6
,5

8
9

2
7
1

1
,3

7
6
,3

1
8

1
,0

0
4
,6

0
0

1
.2

%
1
6
,5

5
0

0
1
2
,0

8
0

(一
社

)天
童

市
観

光
物

産
協

会
2
,0

0
0

3
9
,4

2
0

1
9
,8

2
9

1
9
,5

9
1

1
9
,5

9
1

1
0
.2

%
2
,0

0
0

0
2
,0

0
0

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

5
,0

0
0

2
4
,6

4
3
,3

7
1
,0

0
0

2
4
,4

2
7
,1

8
4
,0

0
0

2
1
6
,1

8
7
,0

0
0

1
6
,6

0
2
,0

0
0

0
.0

%
6
5
,1

0
9

0
5
,0

0
0

(公
財

)山
形

県
建

設
技

術
ｾ

ﾝ
ﾀ
ｰ

1
,6

0
0

2
,7

0
1
,2

9
6

8
3
0
,2

6
9

1
,8

7
1
,0

2
6

6
2
,9

4
0

2
.5

%
4
7
,5

6
3

0
1
,6

0
0

合
計

2
5
4
,9

3
7

2
5
,3

1
5
,9

8
4
,6

6
7

2
4
,9

9
2
,8

1
4
,7

2
1

3
2
3
,1

6
9
,9

4
6

5
1
,2

2
6
,2

9
2

0
2
,1

4
2
,8

9
4

0
2
5
7
,6

8
7
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③
　

基
金

の
明

細
(単

位
：
千

円
)

種
類

現
金

預
金

有
価

証
券

土
地

そ
の

他
合

計
(貸

借
対

照
表

計
上

額
)

財
政

調
整

基
金

2
,4

3
0
,2

9
7

1
,1

7
3
,4

6
3

3
,6

0
3
,7

6
0

減
債

基
金

5
6
4
,9

4
4

3
0
0
,0

0
0

8
6
4
,9

4
4

市
有

施
設

整
備

基
金

8
5
0
,7

3
1

▲
 4

0
0
,0

0
0

4
5
0
,7

3
1

退
職

手
当

基
金

2
1
0
,9

4
5

2
1
0
,9

4
5

福
祉

振
興

基
金

8
3
,9

3
8

1
6
0

8
4
,0

9
8

山
本

福
祉

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

活
動

基
金

2
7
,0

0
0

2
7
,0

0
0

交
通

遺
児

を
は

げ
ま

す
基

金
1
,6

4
5

1
,6

4
5

ふ
る

さ
と

水
と

土
保

全
基

金
1
0
,1

9
5

1
0
,1

9
5

学
校

図
書

整
備

基
金

1
2
,8

0
8

1
2
,8

0
8

青
少

年
健

全
育

成
功

労
顕

彰
基

金
4
,6

1
8

4
,6

1
8

ス
ポ

ー
ツ

振
興

基
金

8
1
,3

3
0

8
1
,3

3
0

交
通

安
全

基
金

3
7
,5

3
5

3
7
,5

3
5

日
新

製
薬

教
育

振
興

基
金

1
9
,3

6
0

1
9
,3

6
0

奨
学

基
金

3
,1

5
1

3
,3

4
3

6
,4

9
4

美
術

品
取

得
基

金
1
4

1
0
2
,5

5
1

1
0
2
,5

6
6

土
地

開
発

基
金

5
8
,6

5
0

1
2
5
,5

6
4

1
8
4
,2

1
4

国
民

健
康

保
険

給
付

基
金

2
0
4
,4

9
1

1
9
2

2
0
4
,6

8
3

介
護

給
付

準
備

基
金

6
6
,2

2
0

6
6
,2

2
0

基
本

財
産

5
0
,0

0
0

5
0
,0

0
0

合
計

4
,7

1
7
,8

7
3

0
1
2
5
,5

6
4

1
,1

7
9
,7

1
0

6
,0

2
3
,1

4
7
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④
　
貸
付
金
の
明
細

(単
位
：
千
円
)

貸
借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

そ
の

他
の

貸
付

金

株
式
会
社
　
山
形
丸
魚

0
0

2
8
,5
8
5

0

医
療
法
人
社
団
　
悠
愛
会

6
,6
7
6

0
6
,6
6
6

0

医
療
法
人
社
団
　
斗
南
会
（
の
ぞ
み
）

3
8
,7
5
6

0
1
2
,9
1
6

0

高
額

療
養

費
貸

付
金

0
0

4
,0
5
4

0

合
計

4
5
,4
3
2

0
5
2
,2
2
1

0

相
手

先
名

ま
た
は

種
別

長
期

貸
付

金
短
期
貸
付
金
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⑤

　
長

期
延

滞
債

権
の

明
細

年
度
：
平
成
2
7
年
度

　
⑥

　
未

収
金

の
明

細
(
単
位
：
千
円
)

(
単

位
：

千
円

)

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

相
手
先
名
ま

た
は

種
別

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

【
未
収
金
】

税
等
未
収
金

【
未
収
金
】

税
等
未
収
金

市
民
税

1
2
5
,
8
6
9

1
2
,
2
2
1

市
民
税

3
3
,
5
7
5

3
,
2
6
0

固
定
資

産
税

3
8
0
,
9
3
4

3
6
,
9
8
7

固
定
資
産
税

5
0
,
3
0
2

4
,
8
8
4

軽
自
動

車
税

9
,
1
6
3

8
9
0

軽
自
動
車
税

3
,
1
6
7

3
0
7

都
市
計

画
税

5
6
,
4
7
8

5
,
4
8
4

都
市
計
画
税

7
,
2
2
5

7
0
2

国
民
健

康
保
険
税

3
4
6
,
2
9
1

5
5
,
3
0
8

国
民
健
康
保
険
税

1
3
2
,
6
9
2

2
1
,
1
9
3

介
護
保

険
料

7
,
6
4
0

2
,
4
0
8

介
護
保
険
料

1
1
,
3
4
5

3
,
5
7
5

後
期
高

齢
者
医
療
保
険
料

7
7
5

1
7
7

後
期
高
齢
者
医
療
保

険
料

2
,
4
6
9

5
6
5

そ
の
他
の
未
収
金

そ
の
他
の
未
収
金

分
担
金

及
び
負
担
金

5
,
1
8
5

1
8
6

分
担
金
及
び
負
担

金
1
,
7
3
1

6
2

使
用
料

及
び
手
数
料

1
8
,
5
5
6

6
6
6

使
用
料
及
び
手
数
料

5
6
4
,
1
4
2

2
0
,
7
4
6

諸
収
入

9
,
1
9
2

3
3
0

諸
収
入

2
0
,
7
8
5

7
4
6

利
用
料
収
入

3
,
8
3
2

0

管
理
費
収
入

3
,
3
4
6

0

合
計

9
6
0
,
0
8
2

1
1
4
,
6
5
7

合
計

8
3
4
,
6
1
1

5
6
,
0
4
0
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⑦
　
引
当
金
の
明
細

(単
位

：
千

円
)

目
的
使
用

そ
の
他

徴
収
不

能
引

当
金

1
9
2
,9
2
6

8
6
,3
0
9

1
0
8
,5
3
9

0
1
7
0
,6
9
7

賞
与
等

引
当

金
2
5
4
,6
1
9

2
5
9
,1
8
3

2
5
2
,0
9
9

0
2
6
1
,7
0
3

退
職
手

当
引

当
金

4
,1
8
3
,3
6
6

2
2
0
,6
5
9

5
9
7
,1
3
2

3
0
,3
1
7

3
,7
7
6
,5
7
6

損
失
補

償
引

当
金

4
2
3
,8
7
9

0
0

7
8
,4
1
3

3
4
5
,4
6
6

投
資
損

失
引

当
金

0
0

0
0

0

合
計

5
,0
5
4
,7
8
9

5
6
6
,1
5
2

9
5
7
,7
6
9

1
0
8
,7
3
0

4
,5
5
4
,4
4
2

　
(2
)　
負

債
項

目
の

明
細

　
　
①
　
地
方
債
等
（
借
入
先
別
）
の
明
細

(単
位

：
千

円
)

う
ち
1
年

内
償

還
予

定
う
ち
共

同
発

行
債

う
ち
住

民
公

募
債

【
通
常
分

】

　
一
般
公
共
事
業

3
2
1
,4
4
9

6
2
,2
5
3

2
6
4
,2
6
7

0
4
8
,6
9
8

8
,4
8
4

0
0

0
0

　
公
営
住
宅
建
設

1
9
0
,5
9
0

1
7
,2
8
0

1
7
8
,9
4
2

2
,6
9
2

2
,0
0
0

6
,9
5
6

0
0

0
0

　
災
害
復
旧

2
8
,0
2
6

6
,0
0
5

2
8
,0
2
6

0
0

0
0

0
0

0

　
教
育
・
福
祉
施
設

2
,8
6
0
,3
5
5

2
9
0
,1
0
0

8
0
1
,6
9
7

0
1
,8
3
9
,4
7
8

1
1
,0
4
0

0
0

0
2
0
8
,1
4
0

　
一
般
単
独

事
業

5
,5
9
6
,1
9
5

5
0
3
,0
8
7

4
7
5
,5
7
6

3
,5
4
7
,1
6
8

1
,4
1
4
,7
1
3

4
,7
0
4

0
0

0
1
5
4
,0
3
5

　
そ
の
他

2
3
,8
2
6
,8
9
8

1
,6
6
0
,0
6
1

9
,0
4
3
,1
7
1

9
,8
1
8
,0
1
9

3
,1
5
4
,0
4
7

1
,7
8
0
,1
6
6

0
0

0
3
1
,4
9
4

【
特
別
分

】

　
臨
時
財
政
対
策
債

9
,9
9
1
,5
2
5

6
3
4
,7
5
5

8
,9
9
1
,4
7
1

4
2
6

9
9
9
,6
2
8

0
0

0
0

0

　
減
税
補
て
ん
債

3
8
6
,0
3
2

6
5
,7
6
7

3
8
6
,0
3
2

0
0

0
0

0
0

0

　
退
職
手
当
債

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

　
そ
の
他

1
,1
4
5
,8
2
9

1
2
6
,5
8
8

3
4
9
,9
3
4

4
1
0
,3
7
1

3
8
3
,9
2
4

1
,6
0
0

0
0

0
0

【
そ
の
他
】

1
2
6
,6
6
5

0
0

0
0

0
0

0
0

1
2
6
,6
6
5

　
合

計
4
4
,4
7
3
,5
6
3

3
,3
6
5
,8
9
4

2
0
,5
1
9
,1
1
5

1
3
,7
7
8
,6
7
6

7
,8
4
2
,4
8
8

1
,8
1
2
,9
5
0

0
0

0
5
2
0
,3
3
4

そ
の
他
の

金
融

機
関

地
方
公
募
債

そ
の
他

区
分

前
年

度
末

残
高

本
年

度
増

加
額

本
年

度
減

少
額

本
年

度
末

残
高

種
類

地
方

債
等

残
高

政
府

資
金

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

市
中

銀
行

-49-



　
②

　
地

方
債

等
（
利

率
別

）
の

明
細

(単
位

：
千

円
)

地
方

債
等

残
高

1
.5

%
以

下
1
.5

%
超

2
.0

%
以

下
2
.0

%
超

2
.5

%
以

下
2
.5

%
超

3
.0

%
以

下
3
.0

%
超

3
.5

%
以

下
3
.5

%
超

4
.0

%
以

下
4
.0

%
超

(参
考

)
加

重
平

均
利

率

4
4
,4

7
3
,5

6
3

2
3
,3

9
2
,2

1
6

1
0
,1

8
0
,6

8
3

8
,3

7
7
,5

7
7

6
4
3
,8

9
7

6
6
9
,1

1
6

4
1
4
,1

3
1

7
9
5
,9

4
4

0
.9

2
7
%

　
③

　
地

方
債

等
（
返

済
期

間
別

）
の

明
細

(単
位

：
千

円
)

地
方

債
等

残
高

1
年

以
内

1
年

超
2
年

以
内

2
年

超
3
年

以
内

3
年

超
4
年

以
内

4
年

超
5
年

以
内

5
年

超
1
0
年

以
内

1
0
年

超
1
5
年

以
内

1
5
年

超
2
0
年

以
内

2
0
年

超

4
4
,4

7
3
,5

6
3

3
,3

8
0
,5

1
4

3
,5

2
1
,8

8
8

3
,5

5
9
,4

7
4

3
,3

0
2
,6

1
1

3
,1

2
1
,0

2
7

1
3
,4

5
8
,4

7
8

8
,1

7
4
,0

5
2

4
,6

3
3
,8

3
1

1
,3

2
1
,6

8
8

　
④

　
特

定
の

契
約

情
報

が
付

さ
れ

た
地

方
債

等
の

概
要

(単
位

：
千

円
)

特
定

の
契

約
条

項
が

付
さ

れ
た

地
方

債
等

残
高

0

契
約

条
項

の
概

要

－
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（
1
）
　
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

　
　
①
　
補
助
金
等
の
明
細

(単
位
：
千
円
)

区
分

名
称

金
額

地
域

医
療

介
護

総
合

確
保

基
金

交
付

金
1
0
3
,8
2
4

県
営

事
業

負
担

金
8
0
,9
0
9

多
面

的
機

能
支

払
交

付
金

8
5
,4
8
5

そ
の

他
3
5
1
,7
7
4

計
6
2
1
,9
9
2

後
期

高
齢

者
医

療
広

域
連

合
療

養
給

付
費

負
担

金
5
6
5
,4
0
1

東
根

市
外

二
市

一
町

共
立

衛
生

処
理

組
合

市
町

村
負

担
金

3
2
3
,2
5
0

天
童

市
民

病
院

事
業

会
計

負
担

金
4
0
6
,6
2
2

公
共

下
水

道
事

業
会

計
負

担
金

4
0
9
,8
6
2

一
般

被
保

険
者

療
養

給
付

費
3
,8
8
5
,8
1
5

保
険

財
政

共
同

安
定

化
事

業
拠

出
金

1
,5
0
9
,3
0
7

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
給
付
費

1
,6
0
9
,0
9
4

施
設
介
護
サ
ー
ビ
ス
給
付
費

1
,5
0
1
,9
4
6

後
期

高
齢

者
医

療
広

域
連

合
納

付
金

5
4
9
,2
9
2

そ
の

他
3
,8
0
3
,4
8
9

計
1
4
,5
6
4
,0
7
8

1
5
,1
8
6
,0
7
0

7
9
,2
4
2

1
5
,1
0
6
,8
2
8

他
団

体
へ

の
公

共
施

設
等
整
備
補
助
金
等

(所
有
外

資
産

分
)

そ
の

他
の

補
助

金
等

単
純

合
計

相
殺

消
去

合
計
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（
3
）
　
純

資
産

変
動

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る
明

細
　
　
①

　
財

源
の

明
細

(単
位
：
千
円
)

会
計

区
分

金
額

8
,0
9
3
,9
2
5

1
8
5
,7
2
3

1
,1
4
5
,1
7
3

4
,1
4
2
,0
0
2

1
4
7
,9
6
7

3
,2
5
4
,3
7
0

1
5
3
,6
5
6

1
7
,1
2
2
,8
1
6

国
庫
支
出
金

3
6
8
,5
4
9

県
支
出
金

7
0
6
,9
9
9

計
1
,0
7
5
,5
4
8

国
庫
支
出
金

2
,1
9
4
,6
4
4

県
支
出
金

1
,3
1
2
,1
5
9

計
3
,5
0
6
,8
0
3

4
,5
8
2
,3
5
1

2
1
,7
0
5
,1
6
7

2
5
6
,6
2
0

1
,5
1
9
,0
9
0

6
9
5
,5
8
7

3
,0
3
0
,4
1
4

3
4
6
,8
0
0

1
,7
0
0
,3
6
7

1
,7
8
9
,0
3
3

1
,2
4
4
,3
7
3

1
0
,5
8
2
,2
8
4

長
期
前
受
金
戻
入

1
9
6
,4
4
5

国
庫
支
出
金

2
,6
6
3
,5
6
8

県
支
出
金

9
7
4
,5
7
8

3
,8
3
4
,5
9
1

2
7
,7
0
5
,1
0
0

8
,4
1
6
,9
4
2

2
,3
5
6
,9
7
2 0

2
5
,3
4
8
,1
2
8

8
,4
1
6
,9
4
2

合
計

税
収
等

国
県
等
補
助
金

単
純
合
計

税
収
等

国
県
等
補
助
金

相
殺
消
去

税
収
等

国
県
等
補
助
金

小
計

国
県

等
補

助
金

経
常
的

補
助
金

小
計

特
別
会
計

税
収

等

長
期

前
受

金
戻
入

他
会

計
繰

入
金

他
会

計
負

担
金

社
会

保
険

料

療
養

給
付

費
交
付
金

前
期

高
齢

者
交
付
金

共
同

事
業

交
付
金

支
払

基
金

交
付
金

小
計

国
県

等
補

助
金

資
本
的

補
助
金

経
常
的

補
助
金

小
計

合
計

財
源
の
内
容

一
般
会
計

税
収

等

地
方

税

地
方

譲
与

税

地
方

消
費

税
交
付
金

地
方

交
付

税

分
担

金
及

び
負
担
金

寄
附

金

そ
の

他
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②
　

財
源

情
報

の
明

細

（
単

位
：
千

円
）

純
行

政
コ

ス
ト

3
1
,5

2
6
,2

8
8

7
,1

4
4
,3

7
5

1
,0

7
3
,7

0
0

1
8
,8

4
4
,7

8
9

4
,4

6
3
,4

2
5

有
形

固
定

資
産

等
の

増
加

1
,3

9
2
,3

2
2

1
,2

4
9
,3

0
7

2
,6

5
7
,4

0
0

▲
 2

,5
1
4
,3

8
5

0

貸
付

金
・
基

金
等

の
増

加
2
,7

0
6
,5

7
5

0
0

2
,7

0
6
,5

7
5

0

そ
の

他
0

0
0

0
0

合
計

3
5
,6

2
5
,1

8
4

8
,3

9
3
,6

8
2

3
,7

3
1
,1

0
0

1
9
,0

3
6
,9

7
8

4
,4

6
3
,4

2
5

　
（
4
）
　

資
金

収
支

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細

年
度

：
平

成
2
7
年

度
　

　
①

　
資

金
の

明
細

(単
位

：
千

円
)

区
分

金
額

内
訳

国
県

等
補

助
金

地
方

債
等

税
収

等
そ

の
他

4
,7

6
6
,4

4
3

4
,7

6
6
,4

4
3

本
年

度
末

残
高

合
計

現
金

種
類
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